
Ｈ２６年度の障害児通所支援事業所の指定における児童発達支援管理責任者の要件ついて
＜児童発達支援管理責任者の要件＞

①実務経験を満たしていること

②研修を受けていること

※ただし、適用日から平成27年3月31日までの間は実務経験者については研修要件を満たしているものとみなす、との規定あり。

平成27年4月からの取り扱いについては平成26年７月18日現在決定しておりません。

※①の実務経験については別途告示（障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの　平成24年3月30日厚生労働省告示第230号）を確認してください。
※今年度、①を満たしていて当県での児童発達支援管理責任者研修を受けられない人材を児童発達支援管理責任者として配置したいと考えている場合、今年度の特例として以下のように取り扱います。

１　他県の児童発達支援管理責任者研修を受講すること

２　１が難しい場合、平成２７年４月までに要件を満たす人材を配置すること

３　１、２が難しい場合、平成２７年４月から指定基準に定める人員基準を満たしていないことで児童発達支援管理責任者欠如減算による基本報酬の３割減算となる可能性があり、これを承知し事業実施すること

４　３になる場合、減算となる期間から児童発達支援管理責任者欠如が解消されるに至った月までの間、遅滞なく児童発達支援管理責任者欠如減算を算定し報酬請求すること

　以上を了承していただいた上で指定申請をしてください。また別紙誓約書を提出してく

ださい。
別紙

児童発達支援管理責任者の要件等に関する誓約書
平成　　年　　月　　日
埼玉県知事　様
　所在地

申請者　　名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　このたびの児童福祉法に基づく○○○（事業名を入力）の事業者指定申請に際し、当該事業所に配置すべき　児童発達支援管理責任者　について、事業開始までに研修を受講することができません。

　　つきましては、下記を約束し事業実施します。
また、研修修了後、速やかに修了証書等受講を証明する書類の写しを提出します。

　　

記

　　１．当該事業所の児童発達支援管理責任者○○○は平成２６年度中に児童発達支援管理責任者研修を受講します。（○○都県にて受講予定）

　　

　　２．１が難しい場合、平成２７年４月までに要件を満たす人材を配置します。

　　

　　３．１、２が難しい場合、平成２７年４月から指定基準に定める人員基準を満たしていないことで児童発達支援管理責任者欠如減算による基本報酬の３割減算となる可能性があり、これを承知し事業実施します。

　　

　　４．３になる場合、減算となる期間から児童発達支援管理責任者欠如が解消されるに至った月までの間、遅滞なく児童発達支援管理責任者欠如減算を算定し報酬請求します。
